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１．中国 

 

（１）商標法の動向等 

 

 １）中国では、1995 年 12 月 1 日からマドリッド協定議定書が発効している。中国はマ

ドリッド協定にも加盟しており、1989 年 10 月 4 日に発効している。なお、中国の国際登

録の領域指定の効力は、香港 1及びマカオ 2には及ばない。 

 

 ２）現行の中国の商標に関する法規定は、1982年 8月 23日に成立（施行は 1983年 3月）

した中華人民共和国商標法 3（以下、「商標法」という）である。商標法は、1993年 2月 22

日に第一次改正が行われ（施行は 1993年 7月 1日）、2001年 10月 27日に第二次改正が行

われた（施行は 2001年 12月 1日）。最新の改正は、2013年 8月 30日の第三次改正である

（施行は 2014年 5月 1日）。 

 

 ３）商標権に関する規則については、2002年 8月 3日に「中華人民共和国商標法実施条

例」4（以下、「商標法実施条例」という）が公布されている。商標法実施条例は、2014 年

4月 29日に改正されている（施行は 2014年 5月 1日）。マドリッド協定議定書に基づく国

際登録について、商標法実施条例は、第五章「マドリッド商標国際登録」を設け、第 34条

から第 50 条まで規定している。改正前商標法実施条例 12 条は、「国際登録出願について

は、わが国の加盟した関連国際条約に基づき取り扱われる。具体的取り扱いは国務院交渉

                                                   
1 WIPOホームページ（http://www.wipo.int/portal/en/index.html）→「IP services」→中段の「WIPO|Madrid」→ペー

ジ中ほどにある「Resources」の中の、右端の「Email updates」内にある「Information Notices」を順にクリックする

と Madrid Information Noticesのページ（http://www.wipo.int/madrid/en/notices/）に接続される。Madrid Information 

Noticesのページで”1997”を検索すると、“Information Concerning Hong Kong (MADRID/1997/02)”が見つかる。直

接リンクは以下のとおり。 

http://www.wipo.int/edocs/madrdocs/en/1997/madrid_1997_02.pdf［最終アクセス日：2018年 2月 2日］ 
2 WIPOホームページ（http://www.wipo.int/portal/en/index.html）→「IP services」→中段の「WIPO|Madrid」→ペー

ジ中ほどにある「Resources」の中の、右端の「Email updates」内にある「Information Notices」を順にクリックする

と Madrid Information Noticesのページ（http://www.wipo.int/madrid/en/notices/）に接続される。Madrid Information 

Noticesのページで”2000”を検索すると、“Information concerning Macau (MADRID/2000/15)”が見つかる。直接リ

ンクは以下のとおり。 

http://www.wipo.int/edocs/madrdocs/en/2000/madrid_2000_15.pdf［最終アクセス日：2018年 2月 2日］ 
3 （参考訳）特許庁ホームページ（https://www.jpo.go.jp/indexj.htm）→「制度・手続」→「外国知的財産権情報」→

「諸外国の法令・条約等」→「中国」の欄の「JETROホームページへリンク（外部サイトへリンク）」を順にクリックする

と、JETROの中国の知的財産に関する情報のページ（https://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/ip/）に接続される。ペー

ジ中ほどにある「法令・法規」の欄の「・法律」をクリックすると、”中華人民共和国商標法（改正）”が見つかる。直

接リンクは以下のとおり。 

https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/law/pdf/regulation/20140501_rev.pdf［最終アクセス日：2018

年 2月 2日］ 

4 （参考訳）特許庁ホームページ（https://www.jpo.go.jp/indexj.htm）→「制度・手続」→「外国知的財産権情報」→

「諸外国の法令・条約等」→「中国」の欄の「JETROホームページへリンク（外部サイトへリンク）」を順にクリックする

と、JETROの中国の知的財産に関する情報のページ（https://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/ip/）に接続される。ペー

ジ中ほどにある「法令・法規」の欄の「・法律」→「行政法規」タブを順にクリックすると、”中華人民共和国商標法実

施条例”が見つかる。直接リンクは以下のとおり。 

https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/law/pdf/admin/20140501_rev.pdf［最終アクセス日：2018年 2

月 2日］ 

http://www.wipo.int/portal/en/index.html
http://www.wipo.int/madrid/en/notices/
http://www.wipo.int/edocs/madrdocs/en/1997/madrid_1997_02.pdf
http://www.wipo.int/portal/en/index.html
http://www.wipo.int/madrid/en/notices/
http://www.wipo.int/edocs/madrdocs/en/2000/madrid_2000_15.pdf
https://www.jpo.go.jp/indexj.htm
https://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/ip/
https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/law/pdf/regulation/20140501_rev.pdf
https://www.jpo.go.jp/indexj.htm
https://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/ip/
https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/law/pdf/admin/20140501_rev.pdf
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行政管理部門により規定される。」と規定し、部門規定である「マドリッド商標国際登録実

施弁法」5（2003年 4月 17日公布、2003年 6月 1日施行）が制定されていたが、商標法の

第三次改正により「商標の国際登録は、中華人民共和国が締結又は加盟した関連の国際条

約に確立された制度によるものとし、具体的な規則は国務院が規定する」（商標法第 21条）

としたため、改正後の商標法実施条例はマドリッド商標国際登録実施弁法を吸収して新た

に第五章を規定することとなった。なお、マドリッド商標国際登録実施弁法は、2016 年 4

月 29日に廃止が決定され 6、即日廃止されている。 

 

（２）商標の定義 

 

 １）商標の定義は、商標法第 8 条に規定されている。商標法では、文字や図形からなる

商標等の「視覚的商標」に加えて、第三次改正により「音声商標」も保護対象とした。 

 

 ２）「登録商標」の定義は、商標法第 3条第 1項に規定されている。 

 

 ３）「商品商標」及び「役務商標」は、商標法第 4条において、自然人、法人又はその他

の組織が、生産経営活動において、その商品又は役務について、商標権を取得するもので

あるとされる。商品商標に関する商標法の規定は、役務商標にも適用される。 

 なお、法律、行政法規で登録商標を使用すべき旨を定めた商品 7については、商標登録出

願をしても登録が認められるまでの間は、当該商品を市場で販売することはできない。 

 また、商標を使用する者は、誠実信用の原則に従い、その商標を使用する商品の品質に

                                                   
5 （参考訳）特許庁ホームページ（https://www.jpo.go.jp/indexj.htm）→「制度・手続」→「外国知的財産権情報」→

「諸外国の法令・条約等」→「中国」の欄の「JETROホームページへリンク（外部サイトへリンク）」を順にクリックする

と、JETROの中国の知的財産に関する情報のページ（https://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/ip/）に接続される。ペー

ジ中ほどにある「法令・法規」の欄の「・法律」→「部門規定」タブを順にクリックすると、”マドリッド商標国際登録

実施弁法”が見つかる。直接リンクは以下のとおり。 

https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/law/pdf/section/20030417-2.pdf［最終アクセス日：2018年 2

月 2日］ 

6 国家工商行政管理総局法規司ホームページ（http://www.saic.gov.cn/fgs/）→「政策法规」を順にクリックすると、政

策法规のページ（http://www.saic.gov.cn/fgs/zcfg/）に接続される。ここで、2016 年 7 月 5 日に出された、”国家工

商行政管理总局关于废止和修改部分工商行政管理规章的决定”が見つかる。この決定の中に（2016年 4月 29日国家工商

行政管理总局令第 86号公布）があり、弁法の廃止の旨の記載がある。直接リンクは以下のとおり。 

http://www.saic.gov.cn/fgs/zcfg/201607/t20160705_192824.html［最終アクセス日：2018年 2月 2日］ 
7 現時点で、第 6条の対象商品はタバコである。ただし、医薬品についても登録商標の使用が義務付けられている。第 6

条の対象については、法改正や関連法規の立法により一見して分かりにくいため、現地特許法律事務所への質問票調査の

回答に基づいて、以下に簡潔にまとめる。 

「商標法実施細則」（1993年第二次改正）に人用医薬品とタバコは登録商標を使用しなければならない旨が規定（第 7条）

されていたが、当該細則は 2002年に廃止された。当該細則の廃止と同時に施行された「商標法実施条例」では、「商標法

第 6条に規定する商品は法律、行政法規で登録商標の使用を義務付けられた商品である（第 4条）」旨規定されていたが、

「商標法実施条例」の 2014年の改正により当該規定は削除された。 

医薬品について、1985 年に施行された「薬品管理法」にて薬品の包装とラベルに登録商標の使用が義務付けられていた

（第 41条）が、2001年の同法の改正で該当条文は削除された。これにより、医薬品は 6条の対象商品からはずれた。し

かしながら、2006 年に施行された「薬品説明及びラベル管理規定」は、薬品説明書とラベルについて未登録商標の使用

を禁止する（第 27条）ため、医薬品販売のためには登録商標の使用が必要である。 

タバコについて、現行の「タバコ専売法」（2016年第三次改正）は、商標登録の義務を規定し、商標が未登録のままでの

製造販売を禁止する（第 19条）。また、現行の「タバコ専売実施条例」（2016年第二次改正）は、タバコに登録商標の使

用を義務付ける（第 22条）。 

https://www.jpo.go.jp/indexj.htm
https://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/ip/
https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/law/pdf/section/20030417-2.pdf
http://www.saic.gov.cn/fgs/
http://www.saic.gov.cn/fgs/zcfg/
http://www.saic.gov.cn/fgs/zcfg/201607/t20160705_192824.html
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責任を負わなければならない。 

 

 ４）「団体商標」の定義は、商標法第 3 条第 2 項に規定され、「証明商標」の定義は、商

標法第 3 条第 3 項に規定されている。団体商標及び証明商標の登録、管理に関する事項に

ついては、国務院工商行政管理部門により規定され、「団体商標及び証明商標の登録と管理

に関する弁法」8（2003 年 4 月 17 日公布、2003 年 6 月 1 日施行）（以下、「団体商標弁法」

という）が制定されている。 

 

 ５）商標の周知性によって、特別の保護を受ける「馳名商標 9」と「著名商標 10」がある。

「馳名商標」とは、中国において関連する公衆によく知られている商標をいう（馳名商標

の認定と保護に関する規定 11,12第 2条）。 

 中国において著名であることを要し、中国以外の国で著名な商標であっても中国におけ

る著名性を立証できなければ馳名商標と認められない。馳名商標として認められると、特

別の保護を受けることができる（商標法第 13条）。 

 「著名商標」は各省・特別市など地域ごとに認定される。一例として、上海市の著名商

標に関する規定「上海市著名商標認定・保護弁法（2012年 3月 14日公布）13」では、著名

商標は関連公衆に広く知られており、上海市の市場において高い信望を持ち、本弁法の規

                                                   
8 （参考訳）特許庁ホームページ（https://www.jpo.go.jp/indexj.htm）→「制度・手続」→「外国知的財産権情報」→

「諸外国の法令・条約等」→「中国」の欄の「JETROホームページへリンク（外部サイトへリンク）」を順にクリックする

と、JETROの中国の知的財産に関する情報のページ（https://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/ip/）に接続される。ペー

ジ中ほどにある「法令・法規」の欄の「・法律」→「部門規定」タブを順にクリックすると、”団体商標及び証明商標の

登録と管理に関する弁法”が見つかる。直接リンクは以下のとおり。 

https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/law/pdf/section/20030417-1a.pdf［最終アクセス日：2018年

2月 2日］ 
9 日本語訳では著名商標と訳されることがあるが、中国の著名商標と混同を生ずるおそれがあるため、本稿では中国語表

記によせて馳名商標と表記する。 
10 日本語訳では、周知商標と訳されることがあるが、本稿では中国語表記によせて著名商標と表記する。 
11 商標局ホームページ（http://sbj.saic.gov.cn/）→「政策法规」を順にクリックすると、政策法规のページ

（http://sbj.saic.gov.cn/zcfg/）に接続される。”国家工商行政管理总局令第 66 号 驰名商标认定和保护规定

2015/04/22”が見つかる。直接リンクは以下のとおり。 

http://www.saic.gov.cn/sbj/zcfg/sbxzgz/201504/t20150422_232870.html［最終アクセス日：2018年 2月 2日］ 

別のアクセス方法として、国家工商行政管理総局 商標評審委員会のホームページ（http://www.saic.gov.cn/spw/）→「政

策法规」を順にクリックすると、政策法规のページ（http://www.saic.gov.cn/spw/zcfg/）に接続される。”驰名商标认

定和保护规定 2014/07/14”が見つかる。直接リンクは以下のとおり。 

http://www.saic.gov.cn/spw/zcfg/201407/t20140714_226601.html［最終アクセス日：2018年 2月 2日］ 
12 （参考訳）特許庁ホームページ（https://www.jpo.go.jp/indexj.htm）→「制度・手続」→「外国知的財産権情報」→

「諸外国の法令・条約等」→「中国」の欄の「JETROホームページへリンク（外部サイトへリンク）」を順にクリックする

と、JETROの中国の知的財産に関する情報のページ（https://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/ip/）に接続される。ペー

ジ中ほどにある「法令・法規」の欄の「・法律」→「部門規定」タブを順にクリックすると、”馳名商標認定保護規定”

が見つかる。直接リンクは以下のとおり。 

https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/law/pdf/section/20140703_rev.pdf［最終アクセス日：2018年

2月 2日］ 
13 （参考訳）特許庁ホームページ（https://www.jpo.go.jp/indexj.htm）→「制度・手続」→「外国知的財産権情報」→

「諸外国の法令・条約等」→「中国」の欄の「JETROホームページへリンク（外部サイトへリンク）」を順にクリックする

と、JETROの中国の知的財産に関する情報のページ（https://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/ip/）に接続される。ペー

ジ中ほどにある「法令・法規」の欄の「・法律」→「地方法規」タブを順にクリックすると、”上海市著名商標認定・保

護弁法”が見つかる。直接リンクは以下のとおり。 

https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/law/pdf/regional/20120501.pdf［最終アクセス日：2018 年 2

月 2日］ 

https://www.jpo.go.jp/indexj.htm
https://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/ip/
https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/law/pdf/section/20030417-1a.pdf
http://sbj.saic.gov.cn/
http://sbj.saic.gov.cn/zcfg/
http://www.saic.gov.cn/sbj/zcfg/sbxzgz/201504/t20150422_232870.html
http://www.saic.gov.cn/spw/
http://www.saic.gov.cn/spw/zcfg/
http://www.saic.gov.cn/spw/zcfg/201407/t20140714_226601.html
https://www.jpo.go.jp/indexj.htm
https://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/ip/
https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/law/pdf/section/20140703_rev.pdf
https://www.jpo.go.jp/indexj.htm
https://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/ip/
https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/law/pdf/regional/20120501.pdf
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定により認定された商標を指す（上海市著名商標認定・保護弁法第 2条）。著名商標と認め

られると、商標権者は認定された商品の包装や広告において「上海市著名商標」の文字を

使用することができる。他の例として、広東省の著名商標に関する規定、「広東省著名商標

認定と管理に関する規定（2008 年 11 月 26 日公布）14」では、特に定義の条項はおかれて

いない。著名商標と認められると商標権者は著名商標とともに、商品の包装や広告に「広

東省著名商標」という文字を使用することができる（広東省著名商標認定と管理に関する

規定第 20 条）。加えて、域外で商標権者の利益が害された場合、省の工商行政管理部門が

援助をする旨規定され、手厚い保護が与えられている（広東省著名商標認定と管理に関す

る規定第 23 条）。著名商標については、省・特別市などにより規定が異なるので、事業上

当該制度を利用しようとする場合は、該当する省等の規定を確認する必要がある。 

 

（３）方式要件 

 

 日本を本国官庁とする基礎出願又は基礎登録について、中国を領域指定した国際登録出

願を行う場合の、出願書類（MM2）の記入に関する留意点については以下のとおりである。 

 

 １）標章（THE MARK）【願書の第 7欄】 

 商標の定義は、上記「（２）商標の定義」に記載のとおりである。 

 

 （ⅰ）標準文字  

 標準文字制度はない。ただし、文字商標の場合は審査基準において同一と判定される範

囲に留意が必要である 15。 

 

 （ⅱ）色彩 

 出願書類（MM2）「7 THE MARK」欄の(d)の「The mark consists exclusively of a color 

or a combination of colors as such, without any figurative element.」の□にチェッ

クをする。 

 国際登録の日から 3 か月以内に、商標代理機構を通じて中国商標局に、着色見本のほか

に白黒見本を一部提出しなければならない。期間内にかかる提出がなされなければ、暫定

的拒絶通報が通知される（商標法実施条例第 43条、第 13条第 1項）。 

  

                                                   
14 広東省工商行政管理局ホームページ（http://www.gdgs.gov.cn/business/htmlfiles/gdgsj/index.html）→「专题专栏」

→「商标管理专栏」→「行政规章」を順にクリックすると、”广东省著名商标认定和管理规定 2010-12-31”が見つかる。

直接リンクは以下のとおり。 

http://www.gdgs.gov.cn/publicfiles/business/htmlfiles/gdgsj/xzgz/201012/36371.html［最終アクセス日：2018年 2

月 2日］ 
15 「文字商標の同一とは、商標に使用する言語が同じであって、かつ文字の構成と配列の順序が完全同一で、関連公衆に

商品又は役務の出所を混同、誤認させるおそれがあることをいう。字体、アルファベットの大文字・小文字、又は文字の

配列に横と縦の違いがあることで二つの商標に微かな差異があるときも、同一の商標と判定される。」（「商標審査及び審

理基準」商標局 2016年 12月 「第三部分 商標の同一、類似の審査」三、商標同一の審査 （一）文字商標の同一）。 

http://www.gdgs.gov.cn/business/htmlfiles/gdgsj/index.html
http://www.gdgs.gov.cn/publicfiles/business/htmlfiles/gdgsj/xzgz/201012/36371.html
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 ２）その他の表示（MISCELLANEOUS INDICATIONS）【願書の第 9欄】 

 

 （ⅰ）立体標章 

 出願書類（MM2）「9 MISCELLANEOUS INDICATIONS」欄の(d)の「Three- dimensional mark」

の□にチェックする。 

 国際登録の日から 3 か月以内に、商標代理機構を通じて中国商標局に、立体的形状を確

定できる見本を提出しなければならない。期間内にかかる提出がなされなければ、暫定的

拒絶通報が通知される（商標法実施条例第 43条、第 13条第 3項）。提出する標章見本は少

なくとも三面図を含まなければならない（商標法実施条例第 13条第 3項）。 

 

 （ⅱ）音響標章 

 出願書類（MM2）「9 MISCELLANEOUS INDICATIONS」欄の(d)の「Sound mark」の□にチェ

ックする。 

 国際登録の日から 3 か月以内に、商標代理機構を通じて中国商標局に、標章見本を提出

するとともに、音響標章とその使用方式を説明しなければならない。期間内にかかる提出

がなされなければ、暫定的拒絶通報が通知される（商標法実施条例第 43 条、第 13 条第 5

項）。 

 提出する標章見本は、音声ファイルを一つだけ CD-ROMに格納するか、インターネット経

由でアップロードして提出する。音声ファイルの容量は 5MB 未満で、フォーマットは wav

形式又は mp3形式に限定される 16。 

 音響標章を説明する場合には、五線譜又は略譜を用いて説明するとともに、文字による

説明を添付しなければならない。譜面によって説明できない場合は、文字によって説明し

なければならい（商標法実施条例第 13条第 5項）。 

 

 （ⅲ）団体標章 

 出願書類（MM2）「9 MISCELLANEOUS INDICATIONS」欄の(d)の「Collective mark, 

certification mark, or guarantee mark」の□にチェックする。 

 国際登録の日から 3 か月以内に、商標代理機構を通じて中国商標局に、主体資格証明書

類と使用管理規則を提出しなければならない。期間内にかかる提出がなされなければ、暫

定的拒絶通報が通知される（商標法実施条例第 43 条、第 13 条第 6 項）。より詳細な手続

は、団体商標弁法に規定されている。 

 団体標章の主体資格証明書類は、証明書類の提出に加え、当該団体の構成員の名称と住

所を詳細に説明しなければならない（団体商標弁法第 4条第 1項）。 

 団体標章の使用管理規則は以下のものを含めなければならない（団体商標弁法第 10条）。 

                                                   
16 中国商標局ホームページ（http://sbj.saic.gov.cn/）→「服务」→「办事大厅」→「商标申请」→「商标注册申请」

の順にクリックすると、商标注册申请のページ（http://www.saic.gov.cn/fw/bsdt/ztbs/sbsq/zcsq/）に接続される。ペ

ージ下部の「申请材料」タブをクリックすると、5-(2) 声音样本的要求 ②にて、指定されるファイル形式が記載されて

いる。直接リンクは以下のとおり。 

http://www.saic.gov.cn/fw/bsdt/ztbs/sbsq/zcsq/201608/t20160826_170662.html［最終アクセス日：2018年 2月 2日］ 

http://sbj.saic.gov.cn/
http://www.saic.gov.cn/fw/bsdt/ztbs/sbsq/zcsq/
http://www.saic.gov.cn/fw/bsdt/ztbs/sbsq/zcsq/201608/t20160826_170662.html
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(a) 団体標章使用の趣旨 

(b) 当該団体標章を使用する商品の品質 

(c) 当該団体標章を使用する手続 

(d) 当該団体標章を使用する権利、義務 

(e) 当該規則を違反する構成員が負う責任 

(f) 団体標章権者の当該団体標章を使用する商品に対する検験監督制度 

 また、地理的表示をもって団体標章登録出願する場合には、主体資格の証明書類を送付

し、且つ所有する専門技術人員、専門検査設備などの状況又は委託する機構のその状況に

ついて詳細に説明し、当該地理的表示の使用商品の特定品質を監督する能力を有すること

を表明しなければならない（団体商標弁法第 4条第 1項）。地理的表示をもって団体標章登

録出願する団体、協会又はその他の組織は、当該地理的表示に表記された地域範囲内の構

成員によって構成されなければならない（団体商標弁法第 4条第 2項）。中国国内企業が地

理的表示をもって団体標章登録出願をする場合は、地理的表示に表記される地域の人民政

府又は号種主管部門の批准公文書を添付しなければならないが（団体商標弁法第 6 条第 1

項）、日本企業が出願する場合は、出願人はその名義で当該地理的表示が所属国で法的に保

護された証明書を提出しなければならない点に注意が必要である（団体商標弁法第 6 条第

2項）。 

 なお、地理的表示をもって団体標章を登録出願する場合、以下に掲げる内容を説明しな

ければならない（団体商標弁法第 7条）。 

(a) 当該地理的表示に表記された商品の特定の品質、名誉又はその他の特徴 

(b) 当該商品の特定の品質、名誉又はその他の特徴と、当該地理的表示に表記された地域の

自然的要素及び人文的要素との関係 

(c) 当該地理的表示に表記された地域の範囲 

 団体標章として登録出願される地理的表示は、当該地理的表示に表記される地域の名称

であってもよく、ある商品が当該地域に由来することを表記するその他の視覚的表示であ

ってもよい（団体商標弁法第 8条第 1項）。この地域は現行の行政区画の名称、範囲に完全

に一致する必要はない（団体商標弁法第 8条第 2項）。 

 

 （ⅳ）証明標章 

 出願書類（MM2）「9 MISCELLANEOUS INDICATIONS」欄の(d)の「Collective mark, 

certification mark, or guarantee mark」の□にチェックする。 

 団体標章と同様に、国際登録の日から 3 か月以内に、商標代理機構を通じて中国商標局

に、主体資格証明書類と使用管理規則を提出しなければならない。期間内にかかる提出が

なされなければ、暫定的拒絶通報が通知される（商標法実施条例第 43条、第 13条第 6項）。 

 具体的には、証明標章の主体資格証明書類は、証明書類の提出に加え、専門技術人員、

専門検査設備などの状況又は委託する機構のその状況について詳細に説明し、当該証明標

章により証明される特定の商品品質を監督する能力を有することを表明しなければならな

い（団体商標弁法第 5条）。 



9 

 証明標章の使用管理規則は以下のものを含めなければならない（団体商標弁法第 11条）。 

(a) 証明標章使用の趣旨 

(b) 当該証明標章が証明する商品の特定の品質 

(c) 当該証明標章の条件 

(d) 当該証明標章を使用する手続 

(e) 当該証明標章を使用する権利、義務 

(f) 当該使用管理規則を違反した使用者が負う責任 

(g) 証明標章権者の当該証明標章を使用する商品に対する検験監督制度 

 なお、地理的表示をもって証明標章登録出願する場合は、上記地理的表示をもって団体

標章登録出願する場合に準ずる（団体商標弁法第 6条、第 7条、第 8条）。 

 

 （ⅴ）保証標章 

 保証標章の制度はない。 

 

 ３）商品及び役務（サービス）の指定（GOODS AND SERVICES）【願書の第 10欄】 

 

 （ⅰ）商品及び役務の指定 

 中国の国内出願の場合、商品・役務の指定において、1988年からニース協定に基づく「商

標登録用商品と役務の国際分類表」（「商標審査基準」商標局 2016 年 12 月「第三部分 商

標の同一、類似の審査」二）が使用されている 17。商品の名称又は役務項目が商品・役務分

類表に含まれていない場合 18には、その商品又は役務の説明を付さなければならない（商

標法実施条例第 15条）。 

 国際登録出願で中国を領域指定する際には、中国の商品・役務分類表に記載されていな

い包括的な商品表示でも指定可能である。ただし、商品表示は基礎出願又は基礎登録の商

品表示と一致又はその商品範囲に含まれなければならない。 

 中国で認められない商品について、中国国内出願の場合は補正指令の対象となるが、国

際登録出願で中国を領域指定した場合、暫定的拒絶通報が通知される。 

 なお、「小売」、「卸売」役務については、現在、薬品、医療用品の小売又は卸売りサービ

スのみが認められている（35類）。 

 

 （ⅱ）商品及び役務の区分 

 中国の国内出願で複数の区分の商標登録出願をする場合、一商標一区分で複数の出願を

する方法と、一出願多区分での出願をする方法がある（商標法第 22 条第 2 項）。しかし、

                                                   
17 （参考訳）特許庁ホームページ（https://www.jpo.go.jp/indexj.htm）→「制度・手続」→「外国知的財産権情報」→

「諸外国の法令・条約等」→「中国」の欄の「JETROホームページへリンク（外部サイトへリンク）」を順にクリックする

と、JETROの中国の知的財産に関する情報のページ（https://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/ip/）に接続される。ペー

ジ中ほどにある「法令・法規」の欄の「・法律」→「部門規定」タブを順にクリックすると、”商標審査及び審理基準”

が見つかる。直接リンクは以下のとおり。 

https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/law/pdf/section/20170105_1.pdf［最終アクセス日：2018年 2

月 2日］ 

18 中国において有効な指定商品・役務は、「（１５）②有効な指定商品・役務（サービス）名を確認するサイト」を参照。 

https://www.jpo.go.jp/indexj.htm
https://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/ip/
https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/law/pdf/section/20170105_1.pdf
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国際登録出願で中国を領域指定する際には、国際登録が複数区分の場合には一商標多区分

出願が採用されている。 

 

（４）審査 

 

 ①実体審査の概略 

 

 実体審査の概略の流れは次のとおりである。 
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図：実体審査の概略フロー19 

 

【出願人】    【国際事務局（IB）】  【指定国官庁（中国）】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※1 領域指定通知から 18か月以内 

※2 異議申立期間は、国際公告日の翌月の 1日から 3か月以内 

※3 商標権者が発行を申請した場合のみ登録証明証が発行される 

  

                                                   
19 河合千秋ほか『マドリッドプロトコル実務の手引き』（発明協会、2011年）308ページを基に作成した。 

国際登録出願 
（事後指定） 国際登録・公開 

国際登録・ 
領域指定通知 領域指定通知受領 

実体審査 暫定的拒絶通報 
受領 暫定的拒絶通報 

※1 

初歩審定 

 
異議手続 

※2 

異議申立 

異議申立人 
答弁 

異議決定 
暫定的拒絶通報 

受領 暫定的拒絶通報 

再審請求 再審 

商標評審委員会 

上訴 

人民法院の判断 

保護拒絶（全
部）の確定 

保護（全部又は
一部）の確定 

拒絶確定声明 
受領 拒絶確定声明 

保護認容声明 
受領 保護認容声明 

登録証請求 登録証発行 
※3 

異議申立 
期間経過 

暫定的拒絶通報 暫定的拒絶通報 
受領 
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 １）概略 

 中国を領域指定する国際登録出願（又は事後指定）は、WIPO国際事務局（International 

Bureau、以下「IB」という）にて所定の方式審査がされ、方式に欠陥がないと判断された

ときは、国際登録簿に登録される（マドリッド共通規則第 14規則(1)）。IBは、遅滞なく中

国商標局に国際登録を通報する（マドリッド協定議定書 3 条(4)）。当該国際登録の領域指

定は、国際登録日（又は事後指定の場合には事後指定日）から、中国商標局に直接出願さ

れた場合と同一の効力を有する（マドリッド共通規則 4規則(1)(a)）。IBは、国際登録され

た標章をほぼ毎週発行される IBの公報に掲載する 20（マドリッド協定議定書 3条(4)）。 

 領域指定通知の後、中国商標局は、中国を指定する領域指定出願に対して審査する（商

標法実施条例第 42 条）。審査は商標法及び商標法実施条例の関連規定に基づいてなされる

（商標法実施条例第 42条）。 

 中国商標局は、登録要件に合致した領域指定出願に対して保護認容声明を発行し、登録

要件に合致しない領域指定出願に対して暫定的拒絶通報を発行する。中国商標局は、保護

認容声明又は暫定的拒絶通報を IB に送達する。IB は保護認容声明又は暫定的拒絶通報を

本国官庁に通報する。 

 暫定的拒絶通報に不服がある場合、中国商標評審委員会に不服審判を請求することがで

きる。さらに、審判決定について不服があるときは、裁判所へ行政訴訟を提起することが

できる。 

 

 ２）暫定的拒絶通報 

 中国商標局は、領域指定出願に対して審査し、登録要件に合致しない領域指定出願に対

して暫定的拒絶通報を IBに送達する（商標法実施条例第 42条第 1項）。領域指定出願の指

定商品又は役務の一部について登録要件を満たさない場合は、中国商標局は、当該登録要

件を満たさない一部の商品及び役務について保護を拒絶し、暫定的拒絶通報を IBに送達す

る（商標法実施条例第 21条）。 

 拒絶理由に承服する場合、商標登録出願人は、中国商標局に対してなんら応答手続は不

要である。一部の指定商品又は役務について拒絶された場合は、拒絶を受けていない指定

商品、指定役務について中国で保護を受けることになる。 

 拒絶理由に不服があるときは、通知を受領した日から 15日以内 21に商標評審委員会に再

審を請求することができる（商標法第 34 条）。商標評審委員会は、請求を受けた日から 9

か月以内に決定を下し、請求人に書面で通知する（商標法第 34 条）。現状の運用では処理

案件増大のため、9か月の審査期間を 1か月程度超過する傾向にある 22。商標評審委員会の

決定に不服がある場合には、通知を受領した日から 30日以内に人民法院に訴えを提起する

                                                   
20 WIPOホームページ（http://www.wipo.int/portal/en/index.html）→「IP services」→中段の「WIPO|Madrid」→ペ

ージ中ほどにある「Resources」の中の、左端の「Legal resources」内にある「WIPO Gazette of International Marks」

を順にクリックすると、Madrid Monitorのページ（http://www.wipo.int/madrid/monitor/en/#gazette）に接続される。

「WIPO Gazette」のタブをクリックし、「Summary」に「Registrations」を選択して、「Submit」をクリックすると、国際

登録された標章の一覧が表示される。 

21 期間について、より詳細には、「③暫定的拒絶通報の期間」を参照。 
22 現地特許法律事務所への質問票調査の回答に基づく。 

http://www.wipo.int/portal/en/index.html
http://www.wipo.int/madrid/monitor/en/#gazette
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ことができる（商標法第 34条）。 

 

 ３）異議申立手続 

 中国を指定する領域指定出願に対して、商標国際登録に関する事項は WIPOが行い、別途

国内公告は行われない（商標法実施条例第 44 条）。従って、中国を指定する領域指定出願

に対する異議申立ては、WIPOが出す「国際商標公報」の掲載をもとに行うこととなる。国

際商標公報は、WIPO のウェブサイト（以下の URL）で閲覧することができる［最終アクセ

ス日：2018年 2月 5日］。 

URL：http://www.wipo.int/madrid/gazette/ 

 異議申立期間は、国際商標公報が出された翌月の 1 日から 3 か月以内である（商標法実

施条例第 45条第 1項)。 

 異議申立人は、商標法第 33条に規定する主体的要件を満たさなければならない（商標法

実施条例第 45条第 1項）。 

 中国を指定する国際商標出願に対して、異議申立てがなされた場合、中国商標局は、拒

絶期間内 23に、異議申立ての関連状況を IBに暫定的拒絶通報として通知する（商標法実施

条例第 45条第 2項）。IBは、その暫定的拒絶通報を被異議申立人（国際登録出願人）に送

達する。被異議申立人は、IB から転送された暫定的拒絶通報を受け取った日から 30 日以

内に答弁することができる（商標法実施条例第 45条第 3項）。 

 中国商標局は、上記答弁の期間の後、異議の決定を行う。被異議申立人は、中国商標局

による異議成立の決定に不服があるときは、当該決定の旨が記載された暫定的拒絶通報の

通知を受領した日から 15日以内に商標評審委員会に再審査請求することができる 24（商標

法第 35 条第 3 項）。かかる再審査請求は商標代理組織を介して行わなければならない（商

標法実施条例第 45条第 3項）。 

 

 ②審査内容 

 

 国際登録に基づく領域指定は、商標法に規定されている絶対的拒絶理由及び相対的拒絶

理由の有無について審査される。登録出願にかかる商標は、顕著な特徴を有し、容易に識

別でき、かつ他人の先に取得した合法的権利と抵触してはならない（商標法第 9条）。 

 

 ③暫定的拒絶通報の期間 

 

 中国を指定する領域指定出願に対して、中国商標局は審査し、登録要件に合致しない場

                                                   
23 中国において、拒絶期間は 18か月（マドリッド協定議定書 5条(2)(b)）であり、さらに拒絶が異議申立の結果行われ

る場合は 18か月の満了後においても行われる（マドリッド協定議定書 5条(2)(c)）。 

WIPOホームページ（http://www.wipo.int/portal/en/index.html）→「IP services」→中段の「WIPO|Madrid」→ ペー

ジ中ほどにある「Resources」の中の、左端の「Legal resources」内にある「Declarations made under the Madrid System」

を順にクリックすると、”Declarations made by Contracting Parties of the Madrid System under the Agreement, 

the Protocol and the Common Regulations”のページが表示される。直接リンクは以下のとおり。 

http://www.wipo.int/madrid/en/members/declarations.html［最終アクセス日：2018年 2月 2日］ 
24 現地特許法律事務所への質問票調査の回答に基づく。 

http://www.wipo.int/madrid/gazette/
http://www.wipo.int/portal/en/index.html
http://www.wipo.int/madrid/en/members/declarations.html
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合、暫定的拒絶通報を IBに送達する。IBはかかる暫定的拒絶通報を出願人に転送する。 

中国が IB に対し、暫定的拒絶通報を行うことができる期間は、18 か月以内である。中国

商標局の運用上、審査が早い場合、国際事務局の国際登録簿に登録された日から 3 か月程

度で暫定的拒絶通報が作成されるが、この場合でも IB への通報は、作成からさらに 2～3

か月程度要している模様である。また、暫定的拒絶通報の作成から通知まであわせて 12～

18か月かかる案件もあり、審査官の抱える案件によってさまざまである 25。 

 

 ④絶対的拒絶理由の内容 

 

 以下のものは、商標として使用できない（商標法第 10条）。 

(a) 中華人民共和国の国名、国旗、国章、国歌、軍旗、軍章、軍歌、勲章等と同一又は類似

するもの及び中央国家機関の名称、標識、所在地の特定地名又は標章性を有する建築物

の名称若しくは図形と同一のもの。 

(b) 外国の国名、国旗、国章、軍旗等と同一又は類似するもの。ただし、当該国政府の許諾

を得ている場合は、この限りでない。 

(c) 各国政府よりなる国際機構の名称、旗、徽章等と同一又は類似するもの。ただし、同機

構の許諾を得ている場合、又は公衆に誤認を生じさせない場合は、この限りでない。 

(d) 実施管理し保証することを表す政府の標章又は検査印と同一又は類似するもの。ただ

し、その権利の授権を得ている場合は、この限りでない。 

(e) 「赤十字」、「赤新月」の名称、標章と同一又は類似するもの。 

(f) 民族差別扱いの性質を帯びたもの。 

(g) 欺瞞性を帯び、公衆に商品の品質等の特徴又は産地について誤認を生じさせやすいも

の。 

(h) 社会主義の道徳、風習を害し、又はその他の悪影響を及ぼすもの。 

(i) 県級以上の行政区画の地名又は公衆に知られている外国地名は、商標とすることがで

きない。ただし、その地名が別の意味を持つ場合、又は団体商標、証明商標の一部であ

る場合は、この限りでない。地名を使用して既に登録された商標は、引き続き有効とす

る。 

 以下のものは、商標として登録することができない（商標法第 11 条第 1 項）。ただし、

使用により顕著な特徴を有し、かつ容易に識別可能なものとなった場合には、商標として

登録することができる（商標法第 11条第 2項）。 

(a) その商品の通用名称、図形、規格にすぎないもの。 

(b) 商品の品質、主要原材料、効能、用途、重量、数量及びその他の特徴を直接表示したに

すぎないもの。 

(c) その他の顕著な特徴に欠けるもの。 

 立体商標としてなされた商標登録出願において、単に商品自体の性質により生じた形状、

技術的効果を得るために必然な形状又は商品に本質的な価値を備えさせるための形状であ

                                                   
25 現地特許法律事務所への質問票調査の回答に基づく。 
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る場合には、登録できない（商標法第 12条）。 

 

 ⑤相対的拒絶理由の内容 

 

 他人の同一の商品若しくは類似の商品について既に登録若しくは初歩審定 26された商標

と同一若しくは類似するときは、中国商標局は出願を拒絶し公告しない（商標法第 30条）。 

 ただし、複数のぶどう酒の地理的表示が、同音字又は同形字である場合であってもそれ

らの地理的表示がお互いに区別することができ、且つ公衆に誤解を与えない場合には、そ

れぞれの地理的表示は団体商標又は証明商標として出願することができる。（団体商標弁法

第 9条）。 

 2 人以上の商標登録出願人が、同一の商品又は類似の商品について、同一又は類似の商

標登録出願をしたときは、先に出願された商標について初歩審定される。同日出願につい

ては、先に使用された商標について初歩査定され、他方の出願は拒絶される（商標法第 31

条）。 

 同一又は類似の商品について登録出願した商標が、中国で登録されていない他人の馳名

商標を複製、模倣又は翻訳したものであって、容易に混同を生じさせるときは、登録され

ない（商標法第 13条第 2項）。 

 非同一又は非類似の商品について登録出願した商標が、中国で登録されている他人の馳

名商標を複製、模倣又は翻訳したものであって、公衆を誤認させ、当該馳名商標権者の利

益に損害を与え得るときは、登録されない（商標法第 13条第 3項）。 

 授権されていない代理人 27又は代表者が自らの名義により被代理人又は被代表者の商標

を登録し、被代理人又は被代表者が異議を申し立てたときは、登録することは認められな

い（商標法第 15条第 1項）。 

 同一又は類似の商品について登録出願された商標が、他人により先使用されている未登

録商標と同一又は類似し、出願人は、当該他人と前項の規定以外の契約、業務関係又はそ

の他の関係を持っていることにより、当該他人の商標の存在を明らかに知っていて、当該

他人が異議を申し立てたときは、登録することは認められない（商標法第 15条第 2項）。 

 商品の地理的表示を含む商標は、当該商品が当該表示に示された地域に由来するもので

なく、公衆を誤認させるときは、登録できない。ただし、既に善意によって登録したもの

は引き続き有効とする（商標法第 16条第 1項）。 

 地理的表示とは、ある商品がその地域に由来することを示し、当該商品の特定の品質、

信用又はその他の特徴が、主に当該地域の自然的要素又は人文的要素によって形成された

ものの表示をいう（商標法第 16条第 2項）。 

 他人の団体商標、証明商標として登録されたワイン、スピリッツの地理的表示を使用し、

                                                   
26 「初步审定」の日本語訳は、ほかに「初歩査定」や「予備的に査定」と訳されることがあるが、本稿では中国語表記に

よせて「初歩審定」とする。 
27 『代理人には、「中華人民共和国民法通則」「中華人民共和国契約法」に規定される代理人のほか、商事業務に基づき、

被代理人の商標を知っている取次販売業者も含む。』（馬彦華『中国商標法と実務 第三次改正対応（詳細版）』（経済産業

調査会、2016年）427ページ） 
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当該地理的表示に表記された地域に由来しないワイン、スピリッツを表記する場合であっ

て、商品の本当の出所を同時に表記し、若しくは翻訳文字を使用し、又はある「種」、「型」、

「式」、「類」などの言葉で表示した場合でも、登録できない（団体商標弁法第 12条）。 

 先に存在する他人の権利（先行権利 28）を侵害してはならない。他人が先に使用してい

る一定の影響力のある商標を不正な手段で抜け駆け登録してはならない（商標法第 32条）。 

登録商標が取り消されたとき、無効宣告されたとき、又は期間満了しても更新されないと

きは、取消、無効宣告又は抹消の日から１年以内は、中国商標局は当該商標と同一又は類

似する商標の登録は認められない（商標法第 50条）。 

 

（５）暫定的拒絶通報を受領した場合の国際登録出願名義人の応答手続 

 

 ①暫定的拒絶通報の見本と和訳、内容の説明（使用言語）、全部拒絶／一部拒絶の取扱い 

 

 暫定的拒絶通報は英語でなされる。 

 暫定的拒絶通報には、一部指定商品・役務について拒絶するものと、すべての指定商品・

役務を拒絶するものとがある（商標法第 42条）。 

 暫定的拒絶通報の見本は次のとおりである。 

  

                                                   
28 『ここでいう先行権利は係争商標の出願日より前に既に取得した商標権以外の他の権利をいい、商号権、著作権、意匠

特許権、氏名権、肖像権等が含まれる。』（馬彦華『中国商標法と実務 第三次改正対応（詳細版）』（経済産業調査会、2016

年）415ページ） 
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暫定的拒絶通報の見本 

 

 

 

 

暫定的拒絶通報 

Ⅰ.通報を作成する官庁：      中国商標局 

Ⅱ．発行日 

Ⅲ．発行番号 
Ⅳ．国際登録番号 

Ⅴ．領域指定通知日 
Ⅵ．基礎となる商標の国内登録番号と

出願番号 

Ⅶ．拒絶となる商品/役務の記載 

Ⅷ．拒絶理由※1 

Ⅸ．根拠条文※2 

Ⅹ．先行商標に関する記載 

※1 「Ⅷ．拒絶理由」の欄に記載された事項の参考訳。 

先行国内・国際商標（Ｘ項参照） 

 本標章は先行商標と類似する。 

 Ⅶ項に掲載する商品／役務は、先行商標の商品/役務に類似する。 

 ※2 「Ⅸ. 根拠条文」の欄に記載された事項の参考訳。 

条項：(法令の抜粋参照) 

商標法 30条 
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暫定的拒絶通報の見本（続き） 

  
 

 

先行商標 

先行商標の出願番号 

先行商標の優先日 

先行商標の登録日 

先行商標の登録番号 

先行商標の出願日 

先行商標の商標権者の氏名／名称 

先行商標の商標権者の住所／居所 

先行商標の指定商品／役務と分類 

先行商標の図案 
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暫定的拒絶通報の見本（続き） 

 

 関連法規の抜粋が計 4ページあるが、最初のページのみ記載する。 

法令の関連条項（抜粋） 
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 ②暫定的拒絶通報への応答期間 

 

 暫定的拒絶通報に不服があるとき、出願人は通知を受領した日から 15日以内に商標評審

委員会に再審を請求することができる（商標法第 34条）。 

 

 １）暫定的拒絶通報の受領日がわかる場合 

 IBからの通知書を受領した消印日によるなど、受領日が判明する場合は、受領日より 15

日。 

 

 ２）暫定的拒絶通報の受領日が不明又は確定できない場合 

 IBからの通知書の発行日（date of notification by WIPO to the holder）より 30日

（15日のみなし送達日と 15日の再審請求期間）。電子メールで通知された場合、電子メー

ルの発送日を起算日として、30日が応答期間となる 29。 

 

 ③現地代理人の必要性の有無及び現地代理人の調査方法等 

 

 １）中国に恒常的居所又は営業所を有していない外国人又は外国企業（以下、「外国人等」

という）が中国に商標登録出願し、その他の商標関連事項を取り扱うときは、法により設

立された商標代理機構（以下、「現地代理人」という場合がある）に委託しなければならな

い（商標法第 18 条第 2 項、商標法実施条例第 5 条第 4 項）。商標代理機構は、中国商標局

のホームページで、中国語で検索することができる 30。 

 

 ２）商標代理機構に委託する場合には、代理委託書（いわゆる委任状）を提出しなけれ

ばならない（商標法実施条例第 5条第 1項）。代理委託書には、代理内容およびその権限を

明記しなければならず、更に外国人等が委託する場合、委託人の国籍を明記しなければな

らない（商標法実施条例第 5条第 1項後段）。外国人等の代理委託書及びその関連証明書類

の公証、認証手順は対等の原則に基づき行わなければならない（商標法実施条例第 5 条第

2項）。 

 商標関連手続を行う場合には、中国語を使用しなければならず（商標法実施条例第 6 条

第 1項）、提出する各種の証書、証明書類及び証拠書類が外国語のものである場合には、中

国語の訳文を添付しなければならない。訳文が添付されていない場合、当該証書、証明書

類又は証拠資料は提出されなかったものとみなされる（商標法実施条例第 6条第 2項）。 

  

                                                   
29 現地特許法律事務所への質問票調査の回答に基づく。 
30 中国商標局ホームページ（http://sbj.saic.gov.cn/）→「商标代理」をクリックすると下記リンク先に接続される。 

http://sbj.saic.gov.cn/sbdl/［最終アクセス日：2018年 2月 2日］ 

上記の他、JETRO によって、代理事務所が紹介されている。JETRO ホームページ（https://www.jetro.go.jp/）→「アジ

ア」→「中国」→「知財に関する情報」→「法律・特許・商標事務所リスト」→「専利・商標代理事務所」を順にクリッ

クすると下記リンク先に接続される。 

https://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/ip/firmlist/trademark_patent.html［最終アクセス日：2018年 2月 2日］ 

http://sbj.saic.gov.cn/
http://sbj.saic.gov.cn/sbdl/
https://www.jetro.go.jp/
https://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/ip/firmlist/trademark_patent.html
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 ④国際登録出願名義人本人が現地代理人なしでできる手続 

 

 外国人等が中国に商標登録出願し、その他の商標関連事項を取り扱うときは、法により

設立された商標代理機構に委託しなければならない（商標法第 18 条第 2 項）。従って、原

則的に国際登録出願名義人本人が現地代理人なしでできる手続は、IBに対してできる手続

に限られる。国際登録出願名義人本人が IBに対してできる手続は、国際登録の更新、変更、

譲渡、指定商品の削減、放棄、取下である。かかる手続を IBに対して行った場合、IBから

中国商標局へ通報されることとなる 31。 

 IB を通じて指定商品及び役務の一部の減縮をした場合（マドリッド共通規則 25 規則

(1)(a)(ⅲ)）、限縮した後の商品又は役務が、中国の商品若しくは役務の分類に関する要件

を満たさなければならず、かつもとの指定商品若しくは役務の範囲を超えていてはならな

い。限縮した後の商品又は役務が、中国の商品若しくは役務の分類に関する要件を満たさ

ず、又はもとの指定商品若しくは役務の範囲を超えている場合、中国商標局は当該限縮が

無効である旨の決定を出し（商標法実施条例第 48 条）、当該減縮の通知を国際事務局から

受領した日から 18か月以内に IBに送付する（マドリッド共通規則第 27規則(5)）。 

 

 ⑤暫定的拒絶通報に対し応答しない場合又は応答後も拒絶理由が解消しない場合の拒絶

確定までの概略 

 

 １）拒絶確定までの概略 

 国際登録出願の名義人は、暫定的拒絶通報に承服する場合、中国商標局への応答手続は

必要ない。一部指定商品について拒絶を受けた場合は、拒絶を受けなかった部分の保護が

確定されることになるが、すべての指定商品について拒絶を受けた場合は、中国の領域指

定自体の拒絶が確定されることになる。 

一方で、暫定的拒絶通報に不服があるときは、暫定的拒絶通報を受領した日から 15日以

内に商標評審委員会に再審を請求することができる（商標法第 34 条）。この期間は延長す

ることができない。再審請求手続は中国の現地代理人に依頼して行わなければならず、再

審請求理由書類のほかに、現地代理人への委任状が必要となる 32。商標評審委員会の決定

に不服がある場合には、通知を受領した日から 30日以内に人民法院に訴えを提起すること

ができる（商標法第 34 条）。上訴等によっても拒絶が覆らない場合には、拒絶が確定され

る。 

 拒絶が確定された場合、拒絶確定声明が IBに送付される。 

 

 ２）拒絶確定声明の見本は次のとおりである。 

  

                                                   
31 馬彦華『中国商標法と実務 第三次改正対応（詳細版）』（経済産業調査会、2016年）395ページ 
32 馬彦華『中国商標法と実務 第三次改正対応（詳細版）』（経済産業調査会、2016年）393ページ 
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拒絶確定声明の見本 

 

  

1.声明を作成する官庁：中国商標局 

2．発行番号と発行日 

3．国際登録番号 

国際登録の権利者 

国際登録の住所 

4．拒絶確定の通知 

中華人民共和国 
国家工商行政管理総局 
商標局 
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拒絶確定声明の見本（続き） 

 

 

 関連法規の抜粋が計 4ページあるが、最初のページのみ記載する。 

法令の関連条項（抜粋） 
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 ３）拒絶確定声明に使用される言語は英語である。 

 

 ４）異議申立て 

 中国では、付与前異議申立制度が導入されている。異議が申し立てられた場合、暫定的

拒絶通報が通知される。暫定的拒絶通報から拒絶確定までの概略は上述したとおりである。

異議申立ての詳細については、「（９）異議」を参照のこと。 

 

（６）拒絶理由解消後又は拒絶理由が存在しない場合の登録までの概略 

 

 １）拒絶理由解消後又は拒絶理由が存在しない場合 

 中国商標局は、国際登録の領域指定の保護が確定した旨（保護認容声明）を国際事務局

に通知する（マドリッド共通規則第 18規則の 3(1)）。 

 

 ２）保護認容声明の見本は次のとおりである。 
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保護認容声明の見本 

 

 

  

保護認容声明 

Ⅰ.声明を作成する官庁：中国商標局 

Ⅲ．発行番号 

Ⅳ．国際登録番号 

Ⅵ．基礎となる商標の国内登録番号と

出願番号 

Ⅶ．登録となる商品／役務の記載 

Ⅴ．領域指定通知日 

Ⅱ．発行日 
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（７）登録 

 

 ①登録簿 

 

 登録が認められる商標は、登録簿に登録される（商標法実施条例第 94条）。 

 

 ②登録証書の発行 

 

 国際登録出願の証明書については、IBが国際登録出願の名義人に「国際登録書」を送付

する（マドリッド共通規則第 14 規則(1)）が、中国商標局は通常の中国における商標登録

書（商標法第 33条）を発行しない。IBが送付する「国際登録書」は、中国における権利保

護が確定されていることを表示するものではないため、権利確定としての証明力を持たな

い 33。 

 中国での権利保護が確定される証明として、「商標登録証明書」がある。中国商標局は、

商標権者の申請により、商標登録証明書を発行する（商標権者の申請なく、主体的に商標

登録証明書を発行することはない 34）。 

 商標登録証明書は、中国商標局に記録されている商標代理機構に委託して申請する 35。

申請にあたっては、所定の申請書 36に、申請人の名称、住所、郵便番号、連絡先、電話番

号、商標代理機構の名称、国際登録番号、分類を記載し、申請人の押印（若しくは署名）

と商標代理機構の押印・署名を行い、手数料を添えて、中国商標局に提出する。手数料は、

2017年 4月 1日から、1分類あたり 50元である 37。商標登録証明書は、中国商標局へ申請

書が到着してから 1か月程度で発行される 38。 

 商標登録証明書の効力は、中国の国内出願における商標登録証明書と差異はない。 

 商標登録証明書に誤り（例えば中国語の翻訳誤りや適切でない訳）がある場合、中国商

標局に対して訂正を申請することが可能である。当該申請に時期の制限や、申請書の法定

の様式はない。通常、訂正申請後、1～2か月で、訂正後の商標登録証明書を入手すること

が可能である 39。 

                                                   
33 馬彦華『中国商標法と実務 第三次改正対応（詳細版）』（経済産業調査会、2016年）392ページ 
34 現地代理人への質問票調査の回答に基づく。 
35 国家工商総局商標局通達（2016年 12月 13日）(五)の記載による。 

中国商標局ホームページ（http://sbj.saic.gov.cn/）→「通知公告」をクリックすると、通知公告のページ 

（http://sbj.saic.gov.cn/tzgg/）に接続される。「关于国内注册商标不再通过书式申请出具注册证明的公告 2016/12/14」

をクリックすると、下記リンク先に接続される。 

http://sbj.saic.gov.cn/tzgg/201612/t20161214_233071.html［最終アクセス日：2018年 2月 2日］ 
36 脚注 35の通達内の”马德里国际商标出具商标注册证明申请书（2017年 1月 1日启用）.doc”。直接リンクは以下のと

おり。 

http://sbj.saic.gov.cn/tzgg/201612/P020170605310137008359.doc［最終アクセス日：2018年 2月 2日］ 
37 中国商標局ホームページ（http://sbj.saic.gov.cn/）→「商标申请书式」→「收费标准」を順にクリックすると下記

リンク先に接続される。下記リンク先「11出具商标证明费」の項を参照。脚注 35には 100元と記載があるが、その後出

された本ページの商標証明発行料金によると 50元に減額となっている。 

http://sbj.saic.gov.cn/sbsq/sfbz/［最終アクセス日：2018年 2月 2日］ 
38 脚注 35の通達内の”如何申请出具马德里国际商标注册证明（2017）.doc”。直接リンクは以下のとおり。 

http://sbj.saic.gov.cn/tzgg/201612/P020170605310136553286.doc［最終アクセス日：2018年 2月 2日］ 
39 現地代理人への質問票調査の回答に基づく。 

http://sbj.saic.gov.cn/
http://sbj.saic.gov.cn/tzgg/
http://sbj.saic.gov.cn/tzgg/201612/t20161214_233071.html
http://sbj.saic.gov.cn/tzgg/201612/P020170605310137008359.doc
http://sbj.saic.gov.cn/
http://sbj.saic.gov.cn/sbsq/sfbz/
http://sbj.saic.gov.cn/tzgg/201612/P020170605310136553286.doc
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 商標登録証明書の見本は以下のとおりである。 

 

商標登録証明書の見本 

 
  

商標登録証明 

登録番号 

商標権者 

有効期間 

指定商品／役務 

登録商標 

「商標権者」が、第 3 類の商品に使用する「登録商標」が、中国商標局に

登録されていることを証明する。 

分類 具体的な商品名 

ここに証明する。 



28 

（８）登録後の注意事項 

 

 １）使用要件 

 商標の使用とは、商品、商品の包装若しくは容器及び商品取引書類上に商標を用いるこ

と、又は広告宣伝、展示及びその他の商業活動中に商標を用いることにより、商品の出所

を識別するための行為をいう（商標法第 48条）。 

 法律、行政法規が登録商標を使用すべきと定めた商品については、登録が未だ認められ

ていないときは販売することができない 40（商標法第 6 条）。かかる規定に違反した場合、

地方の工商行政管理部門は、期間を定めて登録出願するよう命じ、違法経営額に応じて罰

金を科す（商標法第 51 条）。商標の使用は、誠実信用の原則に従わなければならず（商標

法第 7条第 1項）、商標を使用する者は、その商標を使用する商品の品質に責任を負わなけ

ればならない（商標法第 7条第 2項）。 

 登録されていない商標を登録商標と偽って使用したとき、又は登録されていない商標を

使用して商標法第 10 条の規定に違反したときは、地方の工商行政管理部門はこれを差止

め、期間を定めて是正するよう命じる。違法経営額に応じて罰金が科される（商標法第 52

条）。 

 商標権者は、商標使用許諾契約を締結することにより、他人が当該登録商標を使用する

ことを許諾することができる。許諾者は、被許諾者が当該登録商標を使用する商品の品質

を監督しなければならない。被許諾者は、当該登録商標を使用する商品の品質を保証しな

ければならない（商標法第 43 条第 1 項）。他人に当該登録商標の使用を許諾するときは、

許諾者は当該商標使用許諾を中国商標局に届け出なければならず、これをもって中国商標

局は公告する。商標使用許諾が届け出られていないときは、善意の第三者に対抗すること

ができない（商標法第 43条第 3項）。 

 

 ２）商標の取消し 

 商標権者が、登録商標について、名義、住所又はその他の登録事項を変更する必要があ

るときは、変更申請をしなければならない（商標法第 41 条）。また、登録商標を譲渡する

ときは、譲渡人と譲受人は譲渡契約を締結し、共同して中国商標局に申請しなければなら

ない（商標法第 42 条）。中国商標局に譲渡の申請をする際に、登録商標譲渡申請書を提出

する（商標法実施条例第 31 条第 1 項）。登録商標の譲渡にあたっては、譲渡する商標の指

定商品と同一又は類似の指定商品について同一又は類似する商標を一括して譲渡しなけれ

ばならない（商標法実施条例第 31 条第 2 項）。一括して譲渡しない場合、中国商標局より

補正の通知があり、期間内に補正しないときは譲渡申請を放棄したものとみなされる（商

標法実施条例第 31条第 2項）。 

 商標権者が登録商標を使用する過程において、登録商標、名義、住所又はその他の登録

事項を許可なく変更したときは、地方の工商行政管理部門は、期間を定めて是正するよう

命じる。期間が満了しても是正しないときは、中国商標局はその登録商標を取り消す（商

                                                   
40 詳細については、脚注 7を参照のこと。 
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標法第 49条第 1項）。 

 登録商標が使用許可された商品の通用名となり、又は正当な理由なく継続して 3 年間使

用しなかったときは、如何なる単位又は個人も、中国商標局に当該登録商標の取消を請求

することができる（商標法第 49 条第 2 項）。登録商標が使用許可された商品の通用名にな

っている事情で取消しを請求する際は、証拠資料を送付しなければならない。中国商標局

は、請求を受理したとき、商標権者に 2 か月以内に答弁を行うよう要求する（商標法実施

条例第 65 条）。また、正当な理由なく継続して 3 年間不使用であることを理由として取消

しを請求する場合は、関連する状況を説明しなければならない。中国商標局は、請求を受

理したとき、商標権者に取消請求が提出される前に使用された証拠資料を提出するか、不

使用の正当な理由を説明するよう要求する（商標法実施条例第 66 条第 1 項）。商標の使用

の証拠資料には、商標権者が登録商標を使用する場合の証拠資料と、商標権者が登録商標

の使用を許諾した場合の証拠資料が含まれる（商標法実施条例第 66条第 2項）。不可抗力、

政府政策による制限、破産清算、その他の商標権者に帰責できない正当な事由がある場合

は、不使用の正当な理由に該当する（商標法実施条例第 67条）。 

 国際登録商標について取消しを請求する請求人は、当該国際登録出願の拒絶期間満了日

から 3年満了後に中国商標局に請求しなければならない（商標法実施条例第 49条第 1項）。 

 登録商標を取り消す又は登録商標を取り消さないという中国商標局の決定に対して当事

者が不服であるときは、通知を受領した日から 15日以内に商標評審委員会に再審を請求す

ることができる。当事者がかかる請求に関する商標評審委員会の決定に不服であるときは、

通知を受領した日から 30 日以内に、人民法院に提訴することができる（商標法第 54 条）。

かかる法定期間に再審請求若しくは人民法院への提訴がない場合、登録商標取消の決定、

再審決定の効力が生じる（商標法第 55 条第 1 項）。取り消された登録商標は、中国商標局

が公告し、当該商標権は、公告日から消滅する（商標法第 55条第 2項）。 

 登録商標が取り消されたときは、取消の日から 1 年以内は、中国商標局は当該商標と同

一又は類似する商標の登録を認めない（商標法第 50条）。 

 

 ３）登録表記 

 登録商標を使用する場合、商品、商品の包装、説明書又はその他の付随するものに「登

録商標」又は登録マークを表記することができる（商標法実施条例第 63 条第 1 項）。登録

マークには、㊟とⓇが含まれる。登録マークを使用する場合、商標の右上又は右下に表記

しなければならない（商標法実施条例第 63条第 2項）。 

 許諾を受けて他人の登録商標を使用するときは、当該登録商標を使用する商品に被許諾

者の名称及び商品の原産地を明記しなければならない（商標法第 43条第 2項）。 

 

 ４）更新 

 中国で保護を取得した国際登録商標の有効期限は、国際登録日又は事後指定の日から起

算して、10年である（商標法実施条例第 46条、マドリッド協定議定書第 6条(1)）。商標登

録の存続期間が満了する正確な日付は、満了する 6か月前に IBから送られる通知で知るこ
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とができる（マドリッド協定議定書第 7条(3)）。商標権者は、有効期間が満了する前に IB

に更新を請求することができ（マドリッド協定議定書第 7 条(1)）、有効期間内に更新を請

求しない場合、更に 6か月の猶予期間が与えられる（商標法実施条例第 46条、マドリッド

協定議定書第 7条(4)）。 

 中国商標局は、IBから更新通知を受け取った後、法に基づいて審査を行う。IBが更新し

ない旨通知した場合、当該国際登録商標を抹消する（商標法実施条例第 46条）。 

 

（９）異議 

 

 中国を指定する領域指定出願に対し、WIPO の国際商標公報が発行された翌月の 1日から

3か月以内に、商標法第 33条に規定される条件を満たす異議申立人は、中国商標局に異議

申し立てをすることができる（商標法実施条例第 45 条第 1 項）。中国商標局は異議申立書

を受け取った後、審査を経て受理条件を満たすと判断した場合にはそれを受理する（商標

法実施条例第 25 条）。時期的要件、主体的要件など一定の要件を満たさない異議申立てに

ついては、中国商標局はこれを受理しない（商標法実施条例第 26条）。 

 異議申立てがあった場合、中国商標局は、異議申立ての関連状況を暫定的拒絶通報とし

て IB に通知する（商標法実施条例第 45 条第 2 項）。被異議申立人は、IB から転送された

暫定的拒絶通報を受け取った日から 30日以内に答弁することができる（商標法実施条例第

45 条第 3 項）。被異議申立人が答弁しなくても中国商標局による決定は妨げられない（商

標法実施条例第 27条第 1項）。 

 当事者は、異議申立書を提出した又は答弁した後、関連証拠資料を補充する必要がある

場合には、異議申立書又は答弁書にその旨を明示し、かつ、異議申立書又は答弁書を提出

した日から 3 か月以内に提出しなければならない。期間内に提出しなかった場合には、当

事者は関連証拠資料の補充を放棄したものとみなす。ただし、期間満了後に発生した証拠、

又は当事者がその他の正当な理由をもって期間満了前に提出できない証拠を期間満了後に

提出した場合には、中国商標局は当該証拠を相手方当事者に提示し、かつ、反対尋問を経

てそれを採用することができる（商標法実施条例第 27 条第 2 項）。答弁書及び関連証拠資

料は、商標代理組織を通じて提出しなければならない（商標法実施条例第 45条第 3項）。 

 中国商標局は、異議申立てがあるときは、異議申立人及び被異議申立人が主張する事実

及び理由を聴取し、調査をして事実を明らかにした後、決定を下す（商標法第 35条第 1項）。 

 異議の成立には、全部若しくは一部の指定商品及び役務についての成立が含まれ、異議

が一部の指定商品及び役務について成立する場合には、当該指定商品及び役務についての

み保護が拒絶される（商標法実施条例第 28 条第 1 項）。国際登録の領域指定又は国際登録

の領域指定にかかる商品及び役務の一部について、異議に理由があると判断された場合に

は、中国商標局は、IB に暫定的拒絶通報を送付する（マドリッド協定議定書第 5 条(1)）。 

 暫定的拒絶通報に対して答弁したが、それでも異議が成立するとの決定がなされ、当該

決定に不服がある場合、被異議申立人は、当該決定の旨が記載された暫定的拒絶通報の通
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知を受領した日から 15日以内に商標評審委員会に再審査請求することができる 41（商標法

第 35条第 3項）。 

 一方、異議が不成立との決定がなされた場合は、保護が確定し、保護認容声明が IBに送

付される。 

 

（１０）上訴 

 

 国際登録出願の名義人は、中国商標局の暫定的拒絶通報に不服があるときは、暫定的拒

絶通報を受領した日から 15日以内に商標評審委員会に再審を請求することができる（商標

法第 34条）。商標評審委員会の決定に不服がある場合には、通知を受領した日から 30日以

内に人民法院に訴えを提起することができる（商標法第 34条）。 

 異議申立てについて中国商標局が異議不成立と決定した場合であって、異議申立人に不

服があるときは、商標評審委員会に当該商標の無効宣告を請求することができる（商標法

第 35条第 2項）。異議申立人が、商標法第 44条第 1項の規定により国際登録商標の無効宣

告を請求する場合、当該国際登録出願の拒絶期間満了後に、商標評審委員会に請求しなけ

ればならない（商標法実施条例第 49条第 2項）。異議申立人が、商標法第 45条の規定によ

り登録商標の無効宣告を請求する場合、当該商標登録出願の拒絶期間が満了した日から 5

年以内に、商標評審委員会に請求しなければならない。ただし、悪意による登録について

は、馳名商標の所有者は、5年の時間制限を受けない（商標法実施条例第 49条第 3項）。 

 異議申立てについて中国商標局が異議成立と決定した場合であって、被異議申立人に不

服があるときは、通知を受領した日から 15日以内に商標評審委員会に再審を請求すること

ができる（商標法第 35条第 3項）。 

 商標評審委員会の決定に不服がある場合には、通知を受領した日から 30日以内に人民法

院に訴えを提起することができる（商標法第 35 条第 3 項）。人民法院は、異議申立人に対

し、第三者として訴訟に参加することを通知する（商標法第 35条第 3項）。 

 

（１１）権利行使 

 

 ①権利の発生時期、条件 

 

 国際登録の領域指定について保護が確定した場合には、商標権は、国際登録日（又は事

後指定日）から生じる（マドリッド協定議定書 4条(1)(a)）。 

 商標権は、登録を許可された商標及び使用を定めた商品に限られる（商標法第 56条）。 

 商標を侵害する行為は次の行為である（商標法第 57条）。 

(a) 商標権者の許諾を得ずに、同一の商品にその登録商標と同様の商標を使用すること。 

                                                   
41 現地特許法律事務所への質問票調査の回答に基づく。 
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(b) 商標権者の許諾を得ずに、同一の商品にその登録商標と類似の商標を使用し、又は類似

の商品にその登録商標と同一若しくは類似の商標を使用し、容易に混同を生じさせる

こと。 

(c) 商標権を侵害する商品を販売すること。 

(d) 他人の登録商標の標章を偽造若しくは無断で製造し、又は偽造若しくは無断で製造し

た登録商標の標章を販売すること。 

(e) 商標権者の許諾を得ずに、その登録商標を変更し、変更した商標を使用する商品を市場

に投入すること。 

(f) 他人の商標権を侵害する行為に対して、故意に便宜を提供し、他人による商標権侵害行

為の実施を幇助すること。 

(g) 他人の商標権にその他の損害を与えること。 

 以下の行為は、侵害行為と見なされる。 

(a) 同一又は類似の商品に、他人の登録商標と同一又は類似の標章を商品名又は装飾とし

て使用し、公衆の誤認を生じさせること（商標法実施条例第 76条）。 

(b) 他人の商標権を侵害する、貯蔵、運送、郵送、印刷、隠匿、経営場所、インターネット

商品取引のプラットフォーム等を提供すること（商標法実施条例第 75条）。 

 

 ②侵害訴訟の提起（差止請求・損害賠償） 

 

 商標権侵害に対して、商標権者は民事訴訟による救済手段と行政処分による救済手段の

二つの手段を取りうる。 

 

 １）人民法院への提訴 

 商標権を侵害する行為のいずれかがあり、紛争が生じたときは、当事者の協議により解

決する。協議する意向がないとき、又は協議が成立しないときは、商標権者又は利害関係

者は、人民法院に提訴することができる（商標法第 60条第 1項）。 

 人民法院は、権利者が侵害により受けた実際の損失により、損害賠償額を確定する。実

際の損失を確定することが困難なときは、人民法院は、侵害者が侵害により得た利益によ

り確定することができる。権利者の損失又は侵害者が得た利益を確定することが困難なと

きは、人民法院は、当該商標の使用許諾料の倍数を参照して合理的に確定する。悪意によ

り商標権を侵害し、情状が重大なときは、人民法院は、上述の方法により確定した金額の

1 倍以上 3 倍以下で賠償額を確定することができる。損害賠償額には、権利者が侵害行為

を抑止するために支払った合理的な支出が含まれる（商標法第 63条第 1項）。 

 人民法院は、賠償額を確定するために、既に権利者が挙証に尽力したが、侵害行為に関

連する帳簿、資料を主に侵害者が有している状況において、侵害者に対して、侵害行為に

関連する帳簿、資料の提供を命じることができる。侵害者が提供しないとき、又は虚偽の

帳簿、資料を提供したときは、人民法院は、権利者の主張及び提供した証拠を参考に賠償

額を判定することができる（商標法第 63条第 2項）。 
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 権利者が侵害により受けた実際の損失、侵害者が侵害により得た利益、登録商標の使用

許諾料を確定することが困難なときは、人民法院は、侵害行為の情状に応じて、300万元以

下の賠償支払いを判決する（商標法第 63条第 3項）。 

 商標権者又は利害関係者は、他人がその商標権の侵害行為を行っていること又は行おう

としていることを証明する証拠を有しており、これを直ちに制止しなければ、その合法的

権益に回復しがたい損害を与えるおそれがあるときは、提訴する前に、法により人民法院

に関係行為の差止命令と財産の保全措置を行うよう請求することができる（商標法第 65

条）。 

 侵害行為を差止める際に、証拠が失われる可能性があるとき、又は今後の取得が困難で

あるときは、商標権者又は利害関係者は、提訴する前に、法により人民法院に証拠の保全

を請求することができる（商標法第 66条）。 

 商標権者が賠償を請求し、権利侵害と訴えられた者により商標権者が登録商標を使用し

ていないとの抗弁がなされたときは、人民法院は、商標権者に、これまで 3 年以内にその

登録商標を実際に使用している証拠を提供するよう求めることができる。商標権者は、こ

れまで 3 年以内に、当該登録商標を実際に使用していることを証明できないとき、又は侵

害行為によりその他の損失を受けたことを証明できないときは、権利侵害として訴えられ

た者は、損害賠償の責を負わない（商標法第 64 条第 1 項）。侵害者が、商標権侵害物品に

ついて、善意で販売し、当該商品を合法的に取得したことを証明でき、かつ提供者につい

て説明できるときは、損害賠償の責を負わない（商標法第 64条第 2項）。 

 

 ２）工商行政管理部門への請求 

 商標権者は、商標権侵害行為に対する行政処分のため工商行政管理部門に処理を請求す

ることもできる（商標法第 60 条第 1 項）。工商行政管理部門の処理により、権利侵害行為

の成立が認定されたときは、工商行政管理部門は、即時に侵害行為の停止を命じ、権利侵

害商品及び主に権利侵害商品の製造、登録商標の標章の偽造に用いる器具を没収、廃棄し、

侵害者の違法経営額に応じて罰金を科す（商標法第 60 条第 2 項）。商標権侵害が 2 回以上

行われていることや、その他重大な情状があるときは、工商行政管理部門は重罰を科す（商

標法第 60 条第 2 項）。侵害者が、商標権侵害物品について、善意で販売し、当該商品を合

法的に取得したことを証明でき、かつ提供者について説明できるときは、工商行政部門は、

販売の停止を命じる（商標法第 60条第 2項）。 

 商標権侵害の賠償額に関する争議において、当事者は、処理を行う工商行政管理部門に

調停を請求することができれば、「中華人民共和国行政訴訟法」により人民法院に提訴する

こともできる。工商行政管理部門の調停を経ても当事者が合意に達しないとき、又は調停

書の効力が生じた後に履行されないときは、当事者は、「中華人民共和国民事訴訟法」によ

り人民法院に提訴することができる（商標法第 60条第 3項）。 

 商標権を侵害する行為に対して、工商行政管理部門は、法により調査、処分を行う権限

を有する。犯罪の疑いがあるときは、直ちに司法機関に移送し、法により処理する（商標

法第 61条）。 
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 県級以上の工商行政管理部門は、既に取得した違法嫌疑証拠又は通報により、他人の商

標権の侵害嫌疑行為を処理する際に、次に掲げる職権を行使することができる（商標法第

62条第 1項）。 

(a) 当事者を尋問し、他人の商標権の侵害に関する状況を取り調べること。 

(b) 当事者の侵害行為に関係する契約、領収書、帳簿及びその他の資料を閲覧、複製するこ

と。 

(c) 当事者が、他人の商標権の侵害行為に係わる嫌疑場所を現場検証すること。 

(d) 侵害行為に関係する物品を検査し、他人の商標権を侵害する物品であることを証明す

る証拠であるときは、封印又は差し押さえること。 

 工商行政管理部門が、商標法第 61 条第 1 項に規定の職権を行使するときは、当事者は、

これに協力し、服従するものとし、拒絶、妨害してはならない（商標法第 62条第 2項）。 

 工商行政管理部門に対して取り締まりを依頼する場合、中国商標局の公表している標準

的な表示（中国において権利化できる商品・サービスの表示）42が取締の対象であり、商標

権者は、工商行政管理部門に対して権利証明書を提出し、工商行政管理部門は取り締まり

を実施するか否かを決定する 43。この権利証明書は、商標登録証明書又は中国商標局の「商

標登録証明専門印（商标注册证明专用章）」を捺印した商標包袋 44である必要がある。保護

認容声明や IB から送付された国際登録にかかる登録簿の抄本での権利行使はできない 45。 

 

（１２）マドリッド協定議定書に基づく国際登録に特有な制度の取扱い 

 

 １）変更（Transformation） 

 セントラルアタックとは、国際登録の日から 5年以内に、本国における基礎出願が拒絶、

又は基礎登録が取消、無効、放棄などにより消滅した場合、その消滅した商品・役務の一

部若しくは全部について、国際登録も取り消され、その範囲において各指定国における保

護も効力を失うものである。セントラルアタックを受けた際、出願人は、中国を指定する

領域指定出願を中国の国内出願に変更することで、出願日（優先権を伴う場合は優先日）

の利益を得る。 

 中国商標局への変更（Transformation）に基づく出願は、以下の要件を満たさなければ

ならない（マドリッド協定議定書第 9条の 5）。 

(a) 標章登録出願が国際登録の取り消された日から 3か月以内に行われること。 

                                                   
42 中国商標局ホームページ（http://sbj.saic.gov.cn/）→「商标申请书式」→「商品和服务分类」を順にクリックする

と、商标注册用商品和服务项目申报指南のページ（http://sbj.saic.gov.cn/sbsq/sphfwfl/）に接続される。ページ下部

に”类似商品和服务区分表(基于尼斯分类第十一版)（2017）.pdf”が見つかる。直接リンクは以下のとおり。 

http://sbj.saic.gov.cn/sbsq/sphfwfl/200902/W020170912311189327543.pdf［最終アクセス日：2018年 2月 2日］ 
43 現地特許法律事務所への質問票調査の回答によると、取り締まりを依頼する際、中国商標局の公表している標準的な

表示が必要であるというのが当局の公式見解である。実務上は各地によって判断にバラツキが存在する模様であるが、そ

ういったケースをまとめた資料は存在しない。回避策としては、領域指定の際に、包括的な商品表示を使わず、中国当局

のリストに入っている商品・役務を指定するのが良い。 
44 中国語で「商标档案」という。商標包袋の請求については、商標の設定登録後に、出願人が主体を証明する資料と商標

登録番号を記載した書面を中国商標局に提出して申請する。 
45 現地特許法律事務所への質問票調査の回答に基づく。 

http://sbj.saic.gov.cn/
http://sbj.saic.gov.cn/sbsq/sphfwfl/
http://sbj.saic.gov.cn/sbsq/sphfwfl/200902/W020170912311189327543.pdf


35 

(b) 標章登録出願において指定された商品及びサービスが当該締約国に係る国際登録にお

いて指定されていた商品及びサービスに実際に含まれること。 

(c) 標章登録出願が手数料の支払を含む関係法令上のすべての要件を満たしていること。 

 さらに、中国商標局へ出願するに際し、以下の要件を満たさなければならない 46。 

(a) 商標代理機構を通じて中国商標局に登録申請を行う必要がある。 

(b) 中国国内出願の中国語書式を使わなければならない。また、商品・役務分類表に従い、

具体的に商品・役務を指定しなければならない。 

(c) 申請者が申請書を提出する際に、まず IBは国際登録日、優先日、国際登録取消日及び

商品・役務の範囲を確認する。問題がある場合、IB と商標代理機構により補正事項を

連絡し、規定期日内に補正を行わなかった場合は申請を却下する。 

(d) 間違いがないことを監査した後、IB は、申請書に表を一つ別途添付し、国際登録が国

内登録出願への変更確定の申請日又は優先日を記載し、申請者に送付する。 

(e) 申請者は申請書とフォームを商標サービスセンターの受付に提出する。受付で申請日

と申請番号を作成し、その後通常の国内審査プロセスに入る。 

 変更にかかる費用は不要である 47。 

 

 ２）代替（Replacement） 

 同一の商標について中国国内商標の登録と国際登録が同一人名義でなされている場合に

は、国際登録は、中国国内商標により生ずるすべての権利を害することなく、当該国内登

録に代替する（マドリッド協定議定書第 4条の 2(1)）。 

 代替について、中国では条約を直接適用するため、中国国内法の法律及び規則は存在し

ない 48。 

                                                   
46 中国商標局ホームページ（http://sbj.saic.gov.cn/）→「马德里申请指南」→「如何将国际注册转为国家注册申请」

を順にクリックすると下記リンク先に接続される。下記リンク先「(二) 如何将国际注册转为国家注册申请？」の項を参

照。 

http://www.ctmo.gov.cn/sbsq/mdlsq/200901/t20090110_228975.html［最終アクセス日：2018年 2月 2日］ 
47 WIPOホームページ（http://www.wipo.int/portal/en/index.html）→「IP services」→中段の「WIPO|Madrid」→「Madrid 

e-services」の「Member Profiles Database」を順にクリックし、「Step 1: Which member(s) are you interested in?」

で「China」に、「Step 2: What type(s) of information are you looking for?」で「All available information」に

チェックを入れ、「Search」をクリックすると、下記リンク先に接続される。下記リンク先の「Transformation」の項を

参照。 

http://www.wipo.int/madrid/memberprofiles/#/result?countries=9135&datafields=9578,9580,9579,9577,9581,9582

,9584,9583,9627,9626,9624,9623,9625,9622,9632,9629,9631,9630,9628,9638,9612,9618,9619,9620,9621,9606,9609,

9608,9607,9617,9613,9616,9610,9614,9611,9615,9634,9635,9637,9633,9636,9640,9639,9588,9592,9589,9591,9586,9

590,9594,9585,9587,9593,9595,9603,9599,9602,9605,9600,9596,9601,9604,9598,9597［最終アクセス日：2018 年 2 月

2日］ 

なお、脚注 46には 300元が必要との記述がある。 
48「Working Group on the Legal Development of the Madrid System for the International Registration of Marks」

ANNEX II（2013年 12月）記載による。商標法改正前であり、マドリッド商標国際登録実施弁法が有効であった時点での

回答であることに注意は必要であるが、改正後の商標法及び商標法実施条例のいずれにも代替に関する規定は存在しな

い。 

WIPOホームページ（http://www.wipo.int/portal/en/index.html）→「WIPO meetings」を順にクリックし、→「In Geneva」

「October」「2014」を選択する。20-24にリンクのある「Working Group on the Legal Development of the Madrid System 

for the International Registration of Marks : Twelfth Session (MM/LD/WG/12) Geneva」をクリックし「MM/LD/WG/12/5」

の欄にある「English」「Replacement」の「PDF」をクリックすると以下の URLのファイルが得られる。 

http://www.wipo.int/edocs/mdocs/madrid/en/mm_ld_wg_12/mm_ld_wg_12_5.pdf［最終アクセス日：2018年 2月 2日］ 

http://sbj.saic.gov.cn/
http://www.ctmo.gov.cn/sbsq/mdlsq/200901/t20090110_228975.html
http://www.wipo.int/portal/en/index.html
http://www.wipo.int/madrid/memberprofiles/%23/result?countries=9135&datafields=9578,9580,9579,9577,9581,9582,9584,9583,9627,9626,9624,9623,9625,9622,9632,9629,9631,9630,9628,9638,9612,9618,9619,9620,9621,9606,9609,9608,9607,9617,9613,9616,9610,9614,9611,9615,9634,9635,9637,9633,9636,9640,9639,9588,9592,9589,9591,9586,9590,9594,9585,9587,9593,9595,9603,9599,9602,9605,9600,9596,9601,9604,9598,9597
http://www.wipo.int/madrid/memberprofiles/%23/result?countries=9135&datafields=9578,9580,9579,9577,9581,9582,9584,9583,9627,9626,9624,9623,9625,9622,9632,9629,9631,9630,9628,9638,9612,9618,9619,9620,9621,9606,9609,9608,9607,9617,9613,9616,9610,9614,9611,9615,9634,9635,9637,9633,9636,9640,9639,9588,9592,9589,9591,9586,9590,9594,9585,9587,9593,9595,9603,9599,9602,9605,9600,9596,9601,9604,9598,9597
http://www.wipo.int/madrid/memberprofiles/%23/result?countries=9135&datafields=9578,9580,9579,9577,9581,9582,9584,9583,9627,9626,9624,9623,9625,9622,9632,9629,9631,9630,9628,9638,9612,9618,9619,9620,9621,9606,9609,9608,9607,9617,9613,9616,9610,9614,9611,9615,9634,9635,9637,9633,9636,9640,9639,9588,9592,9589,9591,9586,9590,9594,9585,9587,9593,9595,9603,9599,9602,9605,9600,9596,9601,9604,9598,9597
http://www.wipo.int/madrid/memberprofiles/%23/result?countries=9135&datafields=9578,9580,9579,9577,9581,9582,9584,9583,9627,9626,9624,9623,9625,9622,9632,9629,9631,9630,9628,9638,9612,9618,9619,9620,9621,9606,9609,9608,9607,9617,9613,9616,9610,9614,9611,9615,9634,9635,9637,9633,9636,9640,9639,9588,9592,9589,9591,9586,9590,9594,9585,9587,9593,9595,9603,9599,9602,9605,9600,9596,9601,9604,9598,9597
http://www.wipo.int/portal/en/index.html
http://www.wipo.int/edocs/mdocs/madrid/en/mm_ld_wg_12/mm_ld_wg_12_5.pdf
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 代替の請求については、中国商標局のサイトで入手できる公式のフォームを提出する必

要がある。手続には、現地代理人が必要である。フォームの記載は中国語で行う。フォー

ムの提出について、費用は不要である 49。 

 

（１３）マドリッド協定議定書に関する宣言 

 

 ①手数料（個別手数料の宣言の有無） 

 

 個別手数料の宣言をしている 50。個別手数料は以下のとおりである 51。団体商標とそれ

以外の商標とで金額が異なる。この個別手数料は、2018 年 1 月 25 日現在のものであり、

変更される可能性がある。 

 

 1分類 1分類追加ごとの増加分 

国際出願又は

事後指定 

団体商標以外 249スイスフラン 125スイスフラン 

団体商標 747スイスフラン 374スイスフラン 

更新 498スイスフラン 249スイスフラン 

 

 ②暫定的拒絶通報期間（18か月）に関する宣言 

 

暫定的拒絶通報の期間を 18か月とすることを宣言している 52。 

 また、暫定的拒絶通報の期間である 18か月が過ぎても、異議申立てに基づく暫定的拒絶

通報が出される可能性について通知することを宣言している 53。 

 

 ③使用意思の宣言 

 

使用意思の宣言は求められていない 54。 

 

 ④ライセンスに関する宣言 

 

 国際登録簿のライセンスの記録が、効力を有しない旨を宣言している 55。 

                                                   
49 脚注 47のリンク先の「Replacement」の項を参照。 
50 脚注 47のリンク先の「Declarations and notifications made by Contracting Party」の項を参照。 
51 WIPOホームページ（http://www.wipo.int/portal/en/index.html）→「IP services」→中段の「WIPO|Madrid」→「fees」

→「Individual Fees」 

http://www.wipo.int/madrid/en/fees/ind_taxes.html［最終アクセス日：2018年 2月 2日］ 
52 脚注 47のリンク先の「Declarations and notifications made by Contracting Party」の項を参照。 
53 同上。 
54 脚注 47のリンク先の「Requirement of intention to use, and form in which such intention must be submitted 

(where applicable)」の項を参照。 
55 脚注 47のリンク先の「Effect of recording (in the International Register) a trademark license related to an 

International Registration」の項を参照。 

http://www.wipo.int/portal/en/index.html
http://www.wipo.int/madrid/en/fees/ind_taxes.html
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 国際登録出願の名義人が国際登録の領域指定に係る商標の使用を許諾する場合には、そ

の商標使用許諾について中国商標局に届け出なければならない（商標法第 43 条第 3 項）。

また、国際登録出願の名義人（又は許諾者）は、被許諾者がその国際登録の領域指定にか

かる商標を使用する商品の品質を監督しなければならず、被許諾者はその登録商標を使用

する商品の品質を保証しなければならない（商標法第 43 条第 1 項）。また、被許諾者は、

自己の名称及び商品の産地を、その登録商標を使用している商品に明記しなければならな

い（商標法第 43条第 2項）。 

 

（１４）特徴的な制度 

 

 国が必ず登録商標を使用すべき旨を定めた商品については、商標登録出願をしなければ

ならない。登録が未だ認められていないときは、市場で販売することができない 56（商標

法第 6条）。 

 工商行政管理部門が商標の使用について幅広い監督権限をもっている。工商行政管理部

門は、商標権の侵害行為に対して法に基づき処分する権利を有する（商標法第 61 条）。工

商行政管理部門は、商標権侵害行為が成立すると認めたときは、即時に侵害行為の停止を

命じ、権利侵害商品及び権利侵害商品の製造、登録商標の標識の偽造に主要に使用する道

具を没収し、廃棄することができ、かつ罰金を科すことができる（商標法第 60 条第 2 項）

ほか、損害賠償の調停も行う（商標法第 60条第 3項）。 

 

（１５）ウェブサイト等から入手可能な情報 

 

 ①商標検索システム 

 

 参照アドレス：http://sbj.saic.gov.cn/ 

  

                                                   
56 詳細については、脚注 7を参照のこと。 

http://sbj.saic.gov.cn/
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手順１： 

中国商標局トップページ（http://sbj.saic.gov.cn/）の「商标查询」をクリック。 

 

 
  

http://sbj.saic.gov.cn/
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手順２： 

「商标查询」のページで、「我接受」をクリック。 
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手順３： 

商標検索のページ、以下の検索が可能。 

①商标近似查询：同一又は類似商標検索 

②商标综合查询：一般的な商標検索 

③商标状态查询：商標の現状検索 

④商标公告查询：商標公告の検索 

 

ここでは、「商标近似查询」をクリックする。 

なお、画面右上部にある「English」を選択すると、英語メニューでの操作が可能である。 
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手順４: 

同一類似商標検索のページ。 

入力項目は以下のとおり。 

①国际分类：国際分類 

②类似群：類似群 

③查询方式：商標の型（以下から選択） 

(ⅰ)汉字：中国語（簡体字） 

(ⅱ)拼音：ピンイン（ローマ字） 

(ⅲ)英文：英字（ローマ字） 

(ⅳ)数字：数字 

(ⅴ)字头：頭文字（ローマ字 2文字まで） 

(ⅵ)图形：図形 

④商标名称：商標名 

 

①、④の入力は必須であり、③と④の型は一致しなければならない点に注意が必要である。 

ここでは、21類の英字で「invention」を検索する。 
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手順５： 

検索結果の表示のページ。 

①序号：結果の通し番号 

②申请/注册号：出願・登録番号 

③申请日期：出願日 

④商标名称：商標名 

⑤申请人名称：出願人名 

 

 

 

 商標名をクリックすると詳細を見ることができる。ここでは、4 の「BURBACH INVENTIONS 

OF TOMORROW」をクリックする。 
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手順６: 

各商標の詳細情報の表示のページ。 

①商品/服务：指定商品・役務 

②类似群：類似群 

③申请/注册号：出願・登録番号 

④申请日期：出願日 

⑤国际分类：国際分類 

⑥申请人名称：出願人名称 

⑦商标状态图标：商標の状態を図示 
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 ②有効な指定商品・役務（サービス）名を確認するサイト 

 

 参照アドレス：http://sbj.saic.gov.cn/ 

 

 上記商標検索システムの手順２まで同じ。 

 

手順１： 

商標検索のページで、指定商品・役務の検索が可能である。 

右下の「商品/服务项目」をクリック。 

 

 

  

http://sbj.saic.gov.cn/
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手順２： 

以下の項目で検索することが可能である。 

国际分类：国際分類 

类似群：類似群 

商品类型:「尼斯项目」か「国内标 C」を選択できる。通常は「尼斯项目」（ニース協定第 10

版に基づく分類）を選択する。 

商品名称：商品名 

商品编码：商品コード 

 

 

 ここでは 30類を検索する。 
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手順３: 

検索結果表示のページ。 

国际分类に「30」を入力、商品类型は「尼斯项目」を選択して検索。 

検索画面の下部に一覧が表示される。 

 

 

 


